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３-１ 畑作（麦）

図１ 60kg当たり生産費及び単収の推移

生産コストの現状

60kg当たり生産費は単収水準が増加した
ことから横ばい
10a当たり生産費がここ１０年間で増
加している一方（表１）、60kg当たり生
産費は横ばいで推移している。（図１）
これは、北海道における単収が近年や
や減少傾向となっているものの、ここ
１０年間で見ると増加しているためであ
る。
特に平成６年に開発された早生多収な
ホクシンの導入や、雨害回避のための高
水分収穫技術等、作柄安定化技術の普及
が進んだこと等から、単収水準は増加し
ており、これに連動して60kg当たり生産
費は減少している。
なお、北海道においては、ホクシンよりさ
らに多収の新品種「きたほなみ」の導入が現
在検討されている。

10a当たりコストは賃借料を中心に増加
北海道における麦作経営では、収量を
増加させるため、肥料や農薬の利用を増
加させる傾向にある。また、収穫時の雨
害による収量や品質の低下を防止するた
め、共同乾燥調製施設や共同収穫体制を
強化したことから、賃借料（乾燥調製料
金等）や農機具費が増加し、費用合計で
は、10年間で14％増加している。
特に賃借料及び料金については費用全
体の３割を占めており、肥料費、農業薬
剤費とともに、コスト低減の課題となっ
ている。(表１)
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■生産費のうち大きな割合を占めるのは、賃借料及び料金と肥料費、農薬費
■10a当たり生産費が増加する一方、単収が向上し、60kg当たりの生産費は
横ばい

ポイント

資料：農林水産省「農業経営統計調査」

表１　小麦生産費（北海道　畑）　　（円/10a)
増減

①費用 割合 ②費用 割合 ②÷①
物財費計 37,788 89% 43,442 90% 115%
種　苗　費 2,612 6% 2,378 5% 91%
肥　料　費 7,023 17% 7,515 16% 107%
農業薬剤費 5,090 12% 5,454 11% 107%
賃借料及び料金 14,542 34% 16,816 35% 116%
農機具費 4,609 11% 5,331 11% 116%
その他物財費 3,912 9% 5,948 12% 152%
労働費 4,454 11% 4,712 10% 106%
費用合計 42,246 100% 48,154 100% 114%

Ｈ８ Ｈ１８

資料：農林水産省「農業経営統計調査」「作物統計」



生産コスト縮減に向けた取組の概要

生産コスト縮減に向けた基本的考え方

①先端技術の導入等による効果的・低コストな収穫管理体制の構築
これまでの目視による刈取り適期の判断から、先端技術を利用した客観的かつ広域的な情報
の活用によって刈取り適期を判断し、収量や品質の向上・安定を図る。また、計画的・効率的な
収穫体制の構築が可能となることから、コンバイン１台当たりの稼働率を上げ、労働時間、燃料費
を低減。

②適期収穫の徹底や乾燥調製施設の効率的利用等による乾燥調製料金の低減
北海道においては、乾燥調製に関わる経費が大きな割合を占めていることから、適正水分で
の適期収穫を徹底し、乾燥に要する燃料費の低減を図る。また、施設の利用率を向上させ、利用
料金の低減を図る。なお、新たな技術として穂水分が高い状態の麦を刈り倒し、天日乾燥により
追熟、水分低下させることによって乾燥に要する燃料の低減を図る取組が始まっており、新たな
収穫体系として期待されている。

③機械の共同利用による農機具費の低減
これまで個人所有されていた農業機械を共同利用することによって投資を抑えた低コスト経営を
実施。農業機械の稼働率を上げ、実質的に農機具費を低減。また、収穫時において、集団単位
での一斉収穫により、効率的な収穫作業を実施し、労働時間を短縮。

主要な取組

生産コスト縮減に向けた取組の概要

物財費 4,3442円 90%

種苗費 2,378円 5%

肥料費 7,515円 16%

農業薬剤費 5,454円 11%

光熱動力費 1,561円 3%

賃借料及び料金 16,816円 35%

農機具費 5,331円 11%

その他物財費 4,387円 9%

労働費 4,712円 10%

うち家族労働 4,634円 10%

うち雇用労働 78円 0%

費用（円/10a)

10ａ当たり収量
481kg／10ａ （平成18年産北海道畑）

・多収な新品種への作付転換
・早生品種や先端技術の導入等による雨害回避

・土壌診断結果に基づく施肥設計や生育ステージ・生育
量に応じたきめ細かな追肥により肥料投入量を削減
・堆肥の投入や緑肥の導入による土づくりの実施

・病害虫抵抗性品種（新品種）の導入
・適期防除による農薬使用量の低減

・共同利用、他作物との汎用利用による稼働面積の拡
大等、農業機械の効率的利用

・共同乾燥調製施設の利用率の向上
・適正水分での適期収穫による乾燥燃料費の低減

・収量・品質が最も高くなるよう、きめ細かな播種量の調
節による効率的播種を行い、種苗費を低減

・集団単位での一斉収穫作業等の実施
・先端技術を利用した効率的な収穫作業の実施

３－１畑作（麦）_ 生産コスト縮減に向けた取組の概要

資料：農林水産省「農業経営統計調査」

資料：農林水産省「作物統計」
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①人工衛星画像の利用等先端技術を導入した合理的・
低コストな収穫管理

北海道の小麦作は、近年大規模化が
進んでいるが、成熟期前後の天候不順
（低温・多雨）のほか、品種が「ホク
シン」１品種となっており、収穫適期
が１週間から１０日程度と短い。
また、刈取り適期の判断が目視によ

って行われてきたことから、収穫適期
を逃すこともあり、品質低下を招いて
いた。

このため、人工衛星画像を用いた生
育早晩マップときめ細かなローカル気
象情報をもとに、地域内の圃場の収穫
順序を決定し、計画的な収穫作業を行
う取組が始められている。

導入による経営上の効果
○ 北海道の農協Ａでは、平成１４年か

ら約４千haを対象に本システムを導入し
たところ、これまでの目視と比較して、客
観的かつ広域的な情報により刈取り適期
の把握が容易となり、高水分収穫や刈り
残しが減り、収量や品質の向上・安定化
が図られた。

○ 計画的な収穫体制が可能となるこ
とから、コンバイン１台当たりの収
穫量が増加し、労働時間、機械の燃
料費が低減。
○ 乾燥調製施設での受入水分の低下
と均一化が図られ、乾燥経費が２割
程度低減。

普及に当たっての留意事項
○ 人工衛星画像を利用することから、
一定規模以上の面積が必要。
○ 圃場整備が進んでいること等圃場
条件で一定の制約がある。
○ 受益地内の生産者の協力体制が必
要である。

5km

３－１畑作（麦）_ 生産コスト縮減に向けた主な取組事例

生産コスト縮減に向けた主な取組事例

農業現場におけるコスト縮減の取組事例をとりまとめたものです。
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春まき小麦の収穫適期となる８月中・下旬は
天候が不順で雨も多く、成熟と穂水分の低下
を待っている間に雨害を受けることが多い。こ
れを回避するため、ヘイバイン（牧草刈倒し
機）を用いて小麦を刈り倒し（写真１）、そのま
ま２日間程度の天日干しすることによって短
期間で追熟と水分低下させた後に、ピック
アップ（拾い上げ）装置を付けたコンバインで
収穫することにより、雨害リスクを低減するとと
もに、乾燥に要する燃料費を節約する技術が
導入されている（写真２）。

取組の成果
○ 北海道での事例として、以下の成果が
挙げられる。
・ 収穫時に雨が多く、高水分収穫を行
わざるを得ない場合でも、短時間で乾
燥が進むことから、収穫時の損傷が少
なく、品質が劣化しない。
・ 天日乾燥させることから、乾燥機の燃
料消費量が大幅に削減。
・ 事例では、燃料費が８０％以上低減

普及に当たっての留意事項
○ 現在は、ヨーロッパ製の牧草刈取機
の中古機を購入し、これを改良して使用
しており、改良経費が高額であることや、
新品で購入するとさらに高額（１台2,000
万円程度）となることから、費用対効果の
検証と機械費の低減方策の検討が必要。

写真１ 晴天を見計らってヘイバイン（大型刈り倒し
機）で一斉に刈倒しを行い天日乾燥する。

写真２ ２日程度の天日乾燥をした後、ピックアップ装
置を装着したコンバインで拾い上げ収穫する。

これまで個人所有されていた農業機械
を共同利用することによって投資を抑えた
低コスト経営を実施。農業機械の稼働率
が上がり、実質的に機械費が低減。

取組の成果
○ 北海道の農家Bではグレンドリル（播
種機）、ブロードキャスター（分追肥）を４
戸で、融雪剤散布機、ストローチョッパ
ー（麦稈処理）を１７戸で共同利用する
など、農業機械の個人所有をできるだけ
少なくし、生産コストの縮減を図っている。

・ 農機具費：4,680円/10a
（北海道平均 の20%減）

普及に当たっての留意事項
○ 共同利用に当たっては、ルール作り
を含めた利用計画の策定等、地域内の
合意形成が必要。

②農業機械の共同利用 ③ヘイバイン・ピックアップ収穫
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北海道における畑作小麦は、小麦、てん
菜、馬鈴しょなどを中心とした作付体系で行
われているが、
○ 地域に応じた適正な輪作体系の実施
○ 堆肥の投入や緑肥を導入した土作り
○ 播種量の調節やきめ細かな施肥管理
等によって、高い収量を安定的に確保。

（表１）

北海道においては、昭和５０年代以降、ホ
ロシリコムギ→チホクコムギ→ホクシンと主要
品種が概ね１０年おきに変遷してきている。
品種改良により、病害虫抵抗性の付与や収
量の増加、品質の向上等が図られているこ
とから、これらの品種転換毎に収量や品質
が向上してきている。
平成１８年には、現在のホクシンよりも更に
品質や収量性が優れる新品種「きたほな
み」が開発され、普及に向けた取組が行わ
れている。

普及に当たっての留意事項
○ 新品種への作付転換を進めるに当たっ
ては、地域の立地条件に応じた栽培方法
の工夫や栽培適地の見極め、実需者と連
携した品質評価活動を行うことが重要。

新品種「きたほなみ」の生育試験

取組の成果
○ 北海道の農家Cでは、単収の向上に
より生産物単位重量当たりの生産コスト
が縮減。
○ 土づくりによって健全な生育が確保さ
れることから、農薬使用量が減少。

普及に当たっての留意事項
○ 地域の気象条件やほ場条件に応じた
技術体系を確立する必要がある。

緑肥（ヘイオーツ）

取組の成果
○ 北海道において、単収の向上により、
生産物１俵(60kg)当たりの生産コストが
縮減。
○ 病害虫抵抗性を有すること等から、農
薬費等のコストが低減。

きたほなみホクシン きたほなみホクシン

④適正な輪作体系・栽培管
理の実施による単収の増加

⑤病害虫抵抗性等を有し、多
収な品種の導入

H15 H16 H17
(  ):町平均 (557) (568) (599)

A町農家B 751 680 839
(  ):町平均 (541) (574) (579)

C町農家D 710 773 732

表１ 適正な輪作等を行う農家の小麦単収の事例(kg/10a)
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春播き小麦はパン用としてのニーズが高
いが、秋播き小麦に比べて生育期間が短い
ため、融雪後速やかに播種を行わなければ、
その後の生育に支障を来す。また、この時
期には他の作物との作期競合が生じること
などから、これを回避するため、１１月上旬
の根雪前に播種する栽培方法が導入され
ている。

加えて、この初冬播き栽培には、耕起を行
わず、チゼルプラウシーダによって荒起こし
しながら播種する不耕起栽培が導入されて
いる。

取組の成果
○ 北海道において、通常の融雪後、耕
起・播種する場合に比べ、春先の生育
開始が早まり、雨の多くなる８月中旬以
前に収穫が可能となることから、約１割
の多収。
○ 前年の初冬に播種することにより作
業が平準化され、栽培面積の拡大や、
他の作物も含めた規模拡大が可能。
○ チゼルプラウ耕による不耕起栽培に
より、労働時間の削減。

普及に当たっての留意事項
○ 冬期間一定程度の積雪があり、
凍結が浅く雑草が少ないほ場の選定。
○ 耕起しないことから、排水の良好な圃
場を選定。

チゼルプラウシーダ
（チゼル爪で土塊を荒起ししながら、
種子をばら播きする。）

北海道の小麦作については、冷湿害時の
生産性維持のため排水対策が重要となるが、
従来の排水改良として行われてきた暗渠は
コストが高く、弾丸暗渠や心土破砕は排水
効果と耐久性に劣るという課題があった。こ
のため、これらの課題を解決するものとして
カッティングドレーン工法（切断掘削式無材
暗渠）が開発された。当該技術は、暗渠管
や疎水材などの資材を用いず、耐久性と排
水効果の高い低コストな排水改善技術で、
北海道の畑地や水田転換畑を中心に普及
がされつつある。

普及に当たっての留意事項

○ 砂礫や石礫が少ない泥炭地が適する。
（関東ローム層のような火山灰土地帯では
不向き）。

切断刃梨体

掘削土

堀り抜いた溝
空洞部分

土蓋

堀抜いた溝
埋戻し部

横穴空洞

縦溝切断
掘 削 部

溝の土壌
全て掘削

持ち上げられた土壌

従来の工法（2002年度普及推進成績）

掘削式無材暗渠

新しい工法

カッティングドレーン工法

トレンチャー

もやしのような姿で春を迎えるが、

根は土中にしっかり伸びている。
カッティングドレ－ン工法

取組の成果

○ 北海道において、通常の疎水材暗渠
排水に比べ耐用年数が短いが、同等の排
水効果がある上、施工費は1/10と極めて
低コスト。

○ 施工時間が短く省力型。

排水改良の種類 施工費（千円/10a）
カッティングドレーン工法 ６～１２
弾丸暗渠 ７～１１
普通暗渠（疎水材使用） １２０～２００

⑦カッティングドレーン工法に
よる低コスト排水対策

⑥チゼルプラウ耕による春播
き小麦の初冬播き栽培
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３ｰ２ 畑作（大豆）

生産コストの現状

労働費が20年間で５割以上減少
大豆の生産費は、平成８年以降、減少傾向に
推移している。収穫、乾燥・調製作業等の作業
委託が進展し、労働費が１０年間で３割程度減
少している。一方、賃借料・料金が増加傾向に
あり、物財費の低減が進んでいない状況（図１）。

農機具費が生産費の約２割
生産費の内訳を見ると、肥料費、農薬費、
農機具費の３資材で全体の約４割を占めて
おり、中でも農機具費が15％を占めている
（表１）。

規模拡大により労働費が大幅に減少
作付規模別には、作付規模の拡大に伴い、

作業の効率化が図られるため、労働時間が短
縮され、労働費の大幅な低減が図られている。
また、作付規模３ha以上においては、労働費、
農機具費が減少している（図２）。

図１ 大豆の生産費の推移
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■大豆の生産コストのうち大きな割合を占めるのは、肥料費、農機具費の資材費
■規模拡大により労働費大幅に低減

ポイント

資料：農林水産省「農業経営統計調査」

表１ 大豆（北海道　畑）　　　円/10a
費用 割合

物財費 33,533 72%
肥料費 6,090 13%
農業薬剤費 4,606 10%
農機具費 7,137 15%
賃借料及び料金 5,982 13%
その他物財費 9,718 21%
労働費 13,050 28%
費用合計 46,583 100%

その他
物財費
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３－３ てん菜

生産コストの現状

■ てん菜生産に係る物財費のうち大きな割合を占めるのは、肥料費、農薬費、農機具費。
■ 規模拡大に向けては、他の輪作作物の春作業と競合する育苗・定植作業を削減するこ
とが課題。

ポイント

３－３畑作（てん菜） _生産コストの現状

肥料等の資材費の割合が大きい
生産費の内訳を見ると、肥料費、農薬費、
農機具費の３資材で費用全体の約５割を占
めており、中でも肥料費が２割を超えている。
（表１）

規模拡大に向けて労働時間の削減が課
題
北海道畑作農業においては、農家戸数
の減少に伴って規模拡大が進められてい
るものの、今後さらなる規模拡大を図るた
めには、労働時間の削減により、他作物と
の作業競合を軽減することが必要となって
いる。
てん菜の労働時間については、機械化
の進展等を通じて減少傾向で推移してい
るものの、労働費は依然として費用全体の
３割程度を占めている。（表１）
労働時間の内訳としては、育苗・定植の
労働時間が全体の約４割以上を占めてお
り、依然として移植栽培の割合が大きいこ
とが他作物に比べて投下労働時間が多い
ことの要因となっている（図１）。また、これ
ら作業は４月のばれいしょのほ場準備等の
春作業と競合しており（図２）、規模拡大の
制約要因となっている。

図１ 投下労働時間（時間/10a）

11.7

15.5

8.6

3.4

0 5 10 15 20

でん粉原料用ばれいしょ

大豆

小麦

てん菜

時間
資料：農林水産省「農業経営統計調査」（北海道平均）

図２ 畑作４品目（てん菜、小麦、大豆、ばれいしょ）の労働時間の状況

（北海道生産技術体系（第３版）より）
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１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

（時間/10a)

大豆

秋まき小麦

春まき小麦

てん菜

生食・加工用ばれいしょ

費用 割合
物財費 61,106 72%
種苗費 2,553 3%
肥料費 18,648 22%
農業薬剤費 9,820 12%
光熱動力費 3,549 4%
その他の諸材料費 4,444 5%
賃借料及び料金 3,426 4%
農機具費 12,030 14%
その他物財費 6,636 8%

労働費 23,620 28%
うち家族労働 21,781 26%
うち雇用労働 1839 2%

費用合計 84,726 100%

表１ てん菜の生産費 単位：円/10a

資料：農林水産省「農業経営統計調査」



生産コスト縮減に向けた取組の概要

生産コスト縮減に向けた基本的考え方

主要な取組

生産コスト縮減に向けた取組の概要

①直播栽培の導入により労働時間の低減を図り、春作業の競合を回避

春の育苗・定植作業に係る労働時間の占める割合が大きく、他の輪作作物との作業競合が生じ
ていることから、直播栽培の導入によって育苗・定植作業を省略するとともに、規模拡大に向けた生
産体制を構築

②資材の効率的利用や作業規模の拡大によりコストを削減

肥料・農薬の効率的な施用や規模拡大の進展に合わせた多畦収穫機の導入による収穫作業の
効率化等により、資材費を低減するとともに、労働時間を更に低減

・BB肥料等低廉な肥料の利用
・土壌診断に基づく適正施肥、単肥配合による効率的な施
肥

・低圧散布による散布量の削減
・発生予察情報等を活用した適期防除

・直播栽培への移行による育苗資材費の削減

・多畦ハーベスタの利用
・共同利用による効率的な使用
・メンテナンスの徹底による長期使用
・他作物との共通利用

・直播栽培への移行による育苗・定植作業の省略
・多畦ハーベスタの利用による収穫作業時間の削減

・直播栽培への移行による育苗ハウス暖房費等の削減

３－３畑作（てん菜） _生産コスト縮減に向けた取組の概要

10ａ当たり収量
5,820kg／10ａ （平成１８年産）

資料：農林水産省「農業経営統計調査」

資料：農林水産省「作物統計」

物財費 61,106 72%

種苗費 2,553 3%

肥料費 18,648 22%

農業薬剤費 9,820 12%

光熱動力費 3,549 4%

その他の諸材料費 4,444 5%

賃借料及び料金 3,426 4%

農機具費 12,030 14%

その他物財費 6,636 8%

労働費 23,620 28%

うち家族労働 21,781 26%

うち雇用労働 1839 2%

      費　　　　用（円/10a)
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取組の成果

普及に当たっての留意事項

①直播栽培

てん菜の直播栽培は、４月中旬以降にほ場に直接播種する栽培方法であり、昭和３０年代半
ばにはてん菜栽培のほぼ全てがこの方法で行われていた。

その後、昭和３８年頃に紙筒を用いてハウスで育成した苗を定植する栽培法（移植栽培）が
奨励技術となり、昭和４０年以降は急速に移植栽培が普及することとなった。

しかしながら、砂糖の内外価格差の是正に向けたコスト縮減や経営規模拡大に向けた取組
が進められる中で、再び直播栽培へ移行することの重要性が増している。

移植栽培の急速な普及により、平成６～７年産において、直播栽培の普及率は最低の2.3％
となったが、その後、徐々に増加し、平成１８年産においては、6.0%まで増加、近年は概ね年
当たり0.5％程度の増加となっている（図１）。直播栽培は移植栽培に比べて霜害・風害を受け
やすいことから、これら被害が比較的少ない道南地域などでは普及率が20%を超えるところもあ
る（渡島支庁管内：41.5％（H18））が、主要産地である十勝地域（3.8%）などでは低く、地域間で
普及率に差がある。

○ 育苗・定植作業が省略できるため、労働時間はモデルケースで約５割の低減が可能
である（図２）。一方で、収量については、栽培試験等の結果から移植栽培と比較して１５％
程度の低下が見込まれる。しかしながら、水田・畑作経営所得安定対策（品目横断的経営
安定対策）※の実施に伴い、過去の生産実績に基づく支払（緑ゲタ）が導入される中で、収
量の増加を目指す経営からコスト縮減を目指す経営が有利となっていることから、今後、収
益の最大化に当たっては、直播栽培導入の有効性が一層増すこととなる。
※ 平成１９年から始まった担い手の経営の安定を図る施策

○ 直播栽培の効果を発揮するためには、出芽率の向上や生育の安定を確保すること
が重要であり、十分な砕土・整地等による出芽率の改善、土壌のｐＨ調整、肥料やけを
防止する施肥技術など適切な栽培管理に留意することが必要である。
○ また、霜害等を回避するための工夫を農家独自で行っている事例もあり、これらを参
考とすることも有効と考えられる。

図２ 直播栽培の労働時間削減効果
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資料：てん菜直播栽培マニュアル２００４（（社）北海道てん菜協会作成）

３－３畑作（てん菜） _生産コスト縮減に向けた主要技術

図１

生産コスト縮減に向けた主要技術と主な取組事例

農業現場におけるコスト縮減の取組事例をとりまとめたものです。
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直播普及面積率の推移
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取組の成果

普及に当たっての留意事項

直播栽培（取組事例）

次の取組を組み合わせて実施し、直播栽培の安定化を実現。

○ 出芽率向上
砕土作業を重視し、播種前にロータリハローを２回、砕土不良土壌部分は３回作業するこ
とにより十分な砕土を実施。
○ 肥料やけ防止
直播栽培は移植栽培に比べ肥料やけしやすいことから、基肥の半量をロータリハローの整
地時に全層施用、残り半量を播種時に作条施用する低ストレス型施肥を実施。
○ 霜害防止
早期播種は増収の基本であるが、４月下旬の播種で５月１０日前後の霜害を受けた経験か
ら、播種を１週間程度遅らせて５月初旬とし、霜害を可能な限り回避。
○ 土壌pH調整
直播栽培の初期生育の不安定要因である土壌の酸性化を防止するため、pＨ6.2を目標に
土壌診断結果をもとに石灰質資材を施用し、pH5.8～6.3の範囲で管理。

○ 北海道の農家Ａでは、単収・糖量の高位安定化が実現（４カ年平均）
○ 地域（町）平均（直播栽培）と比較し、単収は109%、根中糖分は104%、糖量は113%

○ クラストが形成されやすい土壌や風害の起きやすいほ場では過度の砕土とならない
よう留意。
○ 出芽率の向上については、狭幅鎮圧輪による鎮圧と組み合わせると、より有効。

３－３畑作（てん菜） _生産コスト縮減に向けた主な取組事例

（狭幅鎮圧輪の導入による播種作業）

○ 直播栽培における出芽率を向上させるには、
土粒子と種子、土粒子同士を密着させ、種子に
土壌水分を補給することが重要。
○ このため、適切な砕土（土塊径20mm以下90%以
上）と併せ、狭幅鎮圧輪（慣行幅230mm→115mm
以下）を播種機に導入し、播種後の畝に対する鎮
圧力を向上させることにより、出芽率の向上が可
能。

＜てん菜直播栽培マニュアル2004（（社）北海道てん菜協会）より＞
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毎年、土壌診断を実施し、その結果をもと
に、肥料配合機で単肥配合を行い、肥料費
を低減。
てん菜以外の作物についても、単肥配合
をすることにより、全体の肥料費も削減。

取組の成果
○ 北海道の農家Ｂでは、てん菜の10a当
たり肥料費を地区（町）慣行の約４割削減。

・ 基肥 8,194円/10a
（地区慣行：13,005円/10a）

・ 分肥 719円/10a
（地区慣行： 1,380円/10a）

・ 合計 8,913円/10a
（地区慣行：14,385円/10a）

普及に当たっての留意事項
○ 火山灰土地帯など有機物が乏しいほ
場では、継続的な堆肥投入や緑肥栽培
等による地力向上対策の実施も重要。

ブームスプレーヤによる農薬散布において、
低圧散布でドリフトの少ないノズルを使用し、
散布水量を慣行の100リットル/10aから75～
80リットル/10aに減量。
また、褐斑病に対する早めの防除を徹底す
るとともに、輪作周期を長くし（５年）、根腐病
の発生を抑制

取組の成果
○ 北海道の農家Ｃでは、農薬費を地区
（町）平均の２割低減。

・ 農薬費：4000円/10a
（地区平均 5000円/10a）

普及に当たっての留意事項
○ 防除に当たっては、気象予報や発生予
察情報を活用し、防除効果の向上に留意
することが重要。
○ 褐斑病は、収量・糖度への影響が大きく、
特に９月以降の発生において被害が大き
い。高温多雨の条件で発生しやすいので
、サブソイラ等による湿害対策に取り組むと
ともに、発生頻度の高いほ場では、抵抗性
品種を導入し、発生を未然に防ぐ取組が
重要。

②肥料費の削減 ③農薬費の削減
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３－３畑作（てん菜） _生産コスト縮減に向けた主な取組事例



その他取組事例

３－３畑作（てん菜） _その他取組事例

No. 取組 内容 成果

1

多畦収穫機の利用

（十勝地域における稼働
実証）

・輸入した多畦自走式
ハーベスタに畦幅等の改
良を施し、収穫作業を実
演（十勝地域）

・4畦同時収穫により、収
穫コストは１畦けん引式
収穫機に比較して２分の
１以下と試算（190ha規模
の収穫の場合）

（出典：「てん菜自走式
ハーベスタ（（社）北海道
てん菜協会）」）

2

機械施設費・修理費の削減

（法人経営）

・冬期に機械施設の修理
を自ら実施するとともに、
メンテナンスの徹底によ

り、機械施設を長期に使
用

・中古機械の購入

・JAの営農類型における
標準値と比較し、修理費
は約６割、減価償却費は
約２割まで削減

3

機械の共同利用・共同作
業

（農協営農集団利用組合）

・全ての機械施設を共同
で所有
・播種、移植、収穫等の
作業を料金制にして、各
作業２人が専属で管理・
運営（作業の専任化）

4

他作物との機械の共用

（個人経営）

・直播栽培への移行に当
たって、豆類用としてすで
に所有していた総合施肥
播種機を活用（ペレット種
子用に改良）

・新たな機械投資をせず
に直播栽培へ移行

・オペレータが作業や機
械に精通することにより、
作業が効率化されると
ともに、機械の特性に合
わせた栽培方法（播種、
畦幅、管理）への円滑な
移行が可能
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３-４ ばれいしょ

生産コストの現状

■加工用ばれいしょの生産コストのうち大きな割合を占めるのは労働費。
■労働時間では、収穫作業が全体の６割を占めており、規模拡大の制約要因。

ポイント

３－４畑作（ばれいしょ）_ 生産コストの現状

図１　投下労働時間の内訳（推計）

種子準備

ほ場準備

施肥植付

中耕・培土

病害虫防除

管理作業

収穫

運搬

収穫は労働時間の

６割

労働費がコストの３割
ばれいしょの用途は、生食用、加工用、
でん粉原料用に大別されるが、このうち、
輸入加工品と競合し、早急なコスト削減を
図る必要のある加工用ばれいしょの生産
費の内訳を見ると、労働費が全体の約３割
を占めている。（表１）

品質向上を図りつつ省力化を推進する必
要
労働時間を作業別に見ると、収穫作業
が全体の６割を占めており、収穫作業の省
力化を図ることが大きな課題である。
一方、収穫作業時に機上で３～４人の

人手により収穫物と石、れき、土塊、茎葉
等を仕分ける現行の作業体系では、大幅
な省力化は困難。（図１）
また、北海道の畑輪作において、ばれ

いしょの収穫作業と秋播き小麦の播種
作業が競合しているため、規模拡大の
大きな阻害要因となっている。

表１　加工用ばれいしょの生産費（推計） 単位 ：円/10a
費用 割合

48,402 72%

13,731 20%
7,000 10%
6,540 10%
3,911 6%
728 1%

10,436 15%
6,056 9%
19,225 28%
16,585 25%
2,640 4%

67,627 100%

その他物財費

うち家族労働
うち雇用労働

肥料費
農薬費
光熱動力費

種苗費

・物財費（光熱動力費、農機具費及び労働費除く）は、農林水産省
「Ｈ１７原料用ばれいしょ生産費」５～７ha規模を引用
・光熱動力費、農機具費及び労働費は原料用データ等を参考に
　試算

費用合計

物財費

労働費

賃借料及び料金
農機具費
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先進地域であるヨーロッパの機械化体系
を日本に導入
ヨーロッパでは、あらかじめ石、れき、土
塊等を除去し、畦立てした上で播種を行い、
その後可能な限りほ場へ入らないことで収
穫時の土塊の混入を極力減少させ、収穫
作業のスピードアップを図る（ソイルコン
ディショニング栽培）。



生産コスト縮減に向けた取組の概要

生産コスト縮減に向けた基本的考え方

①北海道畑輪作におけるばれいしょは、収穫労働時間の削減が重要

加工用ばれいしょの生産コストの縮減として、ソイルコンディショニング栽培技術の導入により、収
穫物の品質向上を図りつつ、労働時間の６割を占める収穫作業の省力化により、労働費を低減さ
せる。

また、北海道畑輪作における規模拡大の阻害要因の一つであるばれいしょの収穫作業と秋播き
小麦の播種作業の競合を回避することにより、経営規模拡大を可能とする。

主要な取組

・土壌診断に基づく適正施肥

・発生予察情報等を活用した適期防
除

・病害虫抵抗性品種の導入による薬
剤費の低減

・多畦プランターの利用による植付作
業の省力化
・多畦ハーベスタの利用による収穫作
業の省力化
・早期培土により作業の軽減

・作業機の共同利用により効率的に
利用
・メンテナンスの徹底による長期使用

生産コスト縮減に向けた取組の概要

３－４畑作（ばれいしょ）_ 生産コスト縮減に向けた取組の概要
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20

10

10

6

1

15

9

28

25

4

労働費

その他物財費

物財費

光熱動力費

賃借料及び料金

農機具費

種苗費

肥料費

農薬費

％

13,731 ％

7,000 ％

円

円

円

48,402

％

円

円

6,540 ％

3,911

％

％

円

円

円 ％

うち雇用労働費

16,585 円 ％うち家族労働費

2,640

19,225

10a当たり規格内収量
３，０１１kg/10a（津別町平均）

費用

6,056

728 ％

10,436 ％

円

円

・物財費（光熱動力費、農機具費及び労働費除く）は、農林水産
省「Ｈ１７原料用ばれいしょ生産費」5～7ha規模を引用。
・光熱動力費、農機具費及び労働費は原料用データ等を参考
に試算。



○ 導入メリット

①ソイルコンディショニング栽培

本技術は、ばれいしょのほ場準備から収穫に至るまでの一貫した機械化体系であり、現在は

実証段階にある技術である。（表２）

ソイルコンディショニング栽培用の主要な作業機は輸入に依存しているため、国内の土壌・気

象条件に必ずしも対応していないことや、作業機の価格が高いことから国産機の開発を推進。

現在、セパレータについては、輸入機より価格が３割程度低い国産機が開発された状況。今後、

収穫機等他の作業機の開発を推進。また、小粒塊茎の生産については、生産ほ場における作

付体系の改善は図られているものの、今後、多くの茎数を確保し塊茎を多数着生させる技術の

確立が必要。

北海道畑作地域で想定されている農家減少に伴う一戸当たりの経営面積の増加が進

展した場合でも、輪作体系に占めるばれいしょの作付面積を維持することが可能になる

とともに、収益性の低いでん粉原料用から収益性の高い加工用への用途転換が可能と

なる。

耕起・整地 播 種 収 穫 選 別
（生育状況）

作業 プラウ ハロー ロータリー プランター ハーベスタ（１畦） 機上選別
機械

現
作業 ほ場内の石や腐敗いも等が収穫物と一緒に機上に上がるため、ハ

行 の ーベスタ１台に３～４人の選別作業員が必要。足場が不安定なた
特徴 め重労働。

体 ・
ほ場

系 の
状況

ベッドフォーマ セパレータ プランター(深植専用)
オフセットハーベスタ

ソ 作業
イ ほ場内に収穫時の打撲の原因と
ル なる石等がない上、畦を踏むリ
コ 機械 スクが軽減されるため、機上に

。ン おける選別作業が非常に効率的
デ
ィ
シ
ョ
ニ 作業 ２畦分の土を寄せ、大きな畦 砕土と同時に石や土塊を分 播種と同時に培土も完成させ ハーベスタ（２畦・伴走車） 粗選別施設で効率的に選別
ン の を形成。 離 大きな石はほ場外に廃棄 る。播種深さは ～ 。。 、 15 20cm
グ 特徴 小さな石は畦間に集積。

・
ほ場
の
状況

収穫時に土塊、石等の除去作業が 作業員を集中できるため効率
軽減されるため、従来の３～４倍 的。
の速さで収穫可能。また、石等に 選別作業の外部化も可能。
よる打撲が軽減。

３－４畑作（ばれいしょ）_ 生産コスト縮減に向けた主要技術

表２ 機械化体系

生産コスト縮減に向けた主要技術と主な取組事例

農業現場におけるコスト縮減の取組事例をとりまとめたものです。
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ソイルコンディショニング栽
培
（取組事例）

取組の成果

○ 成果重視事業において、労働時間が32％
低減
・ 慣行栽培 17.06 h/10a
・ ソイルコン栽培 11.59 h/10a

○ 規格内収量の増加
・ 町平均対比 101.8 %
・ 3,065 kg/10a（加工用）

○ 生産費８%程度低減（推計）
・ 慣行栽培 66,174 円/10a
・ ソイルコン栽培 60,937 円/10a
（農機具費の増加、労働費の低減）

普及に当たっての留意事項

○ 栽培体系を一新するため、新規に大型
機械が必要。
○ 作業の適正規模（30ha以上）を確保する
ため経営規模の拡大、法人組織等の取組
を行うことが必要。
○ 石、れき等が多い土壌において導入す
ると有効。

現在の培土は仮培土→本培土と数回に分
けて培土を行っているが、培土時に根を切
断したり作業機による踏圧で土塊を発生さ
せる等の弊害があるため、萌芽前に培土を
完成させることにより根圏の確保。踏圧の減
少ができ、収穫物の高品質化が図られる。

（図２）

取組の成果

○ 成果重視事業において、労働時間が
２４％低減
・ 慣行栽培 17.06 h/10a
・ 早期培土 12.99 h/10a

○ 生産費１%程度低減（推計）
・ 慣行栽培 66,174 円/10a
・ 早期培土 65,433 円/10a

普及に当たっての留意事項
○ 石、れき等が少ない土壌において導入
することが有効。

②早期培土

図2 早期培土技術

３－４畑作（ばれいしょ）_生産コスト縮減に向けた主な取組事例
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その他取組事例

No 取組 内容 成果

1 ハーベスタの導入

大型ポテトハーベスタな
どの大型機械化体系を導
入し、大規模なばれい
しょ栽培に取組み、労働
生産性が飛躍的に高まっ
た。また、フレコン出荷に
より出荷コストも低くなっ
ている。

・労働時間は、慣行の１
／３以下（２０時間／10a
程度）で、規模拡大や収
穫機のリース利用などに
より機械の減価償却費も
低くなっている。販売単
価は50円／kg程度と低い
が、生産コストの縮減に
より経済効果は高い。

2 ハーベスタの導入

ばれいしょハーベスタ導
入（H14）によるコストの
削減。ハーベスタの導入
により家族経営による規
模拡大と収穫期の雇用コ
スト削減が実現。

・ハーベスタ導入により、
収穫作業を家族労力でま
かなうことが可能となり、
収穫時期にかかっていた
約２６０万円（６～７人×８
０日）の雇用コストを削
減。
・ハーベスタ導入により、
H10：7ha→H18：13haに
規模拡大、機械施設の有
効活用を実現。

3 共同作業等の取組

・種バレイショの共同消毒
作業
・無孔マルチや従来型ス
リットマルチから改　良型
スリットマルチの考案
・植え付け機械の改良
・産地の土壌特性に見
合った専用肥料の考案
・複数品種（早生・晩生）
の利用
・収穫前のソルゴー播種
による土づくり

・作業時間の軽減
・農薬散布費の縮減
・芽出し作業に係る労働
力を大幅縮減
・作業時間の軽減
・肥料費の縮減
・作業ピークの分散
・土づくりに要する作業時
間の軽減

３－４畑作（ばれいしょ）_ その他取組事例

千葉県 法人

鹿児島県 個人

沖縄県 個人
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経営の概要

事例１ 大型機械の共同利用によるコスト縮減（北海道清里町）

畑作３品に野菜を取り入れた大規模畑作経
営。大型機械の共同利用や共同収穫作業に
より労働時間、生産コストを大幅に縮減。
高度な技術力により経営作物全般で高い生産
性。これらのことから、高い粗収益と高所得率
を実現。

○ 高い生産性の実現により、単位面積当
たりの生産コストの縮減
地域に応じた適性な輪作体系の実施や
堆肥の投入や緑肥を導入した土づくり、播
種量の調節やきめ細かな施肥管理等に
よって、極めて高く安定した収量を確保し、
結果として高い粗収益と高所得率を実現。
特に播種量については地域平均より約４
割も少なく、資材費低減に繋がっている。

コスト縮減の取組

○ 機械の共同利用と共同収穫
グレンドリル（播種機）、ブロードキャスター（分
追肥）を４戸で、融雪剤散布機、ストローチョッ
パー（麦稈処理）を１７戸で共同利用するなど、
農業機械の個人所有を極力少なくしている。
また、収穫時のコンバインは、ＪＡ所有で地域
の５０戸の麦作集団に５台配置され、共同作業
を行っており、共同乾燥調製施設の利用と作業
の効率化により、生産コストの縮減を図っている。

680

839
799751

584599568557

0

200
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1000

H15 H16 H17 H18

Ｍ氏 町平均

kg

小麦の収量の推移

３－５畑作_ 優良農家の取組事例

◇個人経営
◇経営面積29.4ha
（小麦7.3ha、てん菜9.4ha、
馬鈴しょ9.7ha、野菜2.9ha）
◇労働力４名（うち雇用０名）

■小麦の生産コストが北海道平均から約２割減（4.4千円/60kg）
〔種苗費約５割減（1.2千円/10a）〕

■小麦の労働時間が約２割減（2.3hr/10a）
〔収穫時間 0.32hr → 0.18hr〕

■小麦の単収が約４割増（799kg/10a）

取組の成果

３－５ 畑作（優良農家の取組事例）
コスト縮減に向けた様々な取組を組合せ、生産コストの縮減を実現している優良な農家の事例を紹
介するものです。
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北海道

A町麦生産
部会

経営面積（4,661ha）
小麦（1,677ha）
てん菜（1,221ha）
馬鈴薯（815ha）
その他（948ha）

①一元集荷、徹底した
適期収穫による高水分
麦の搬入防止等による
作業の効率化、労働時
間の短縮。

②乾燥調製受入時に
おける品質る分析と結
果のフィードバックによ
る品質、生産性の向上。

①乾燥調製施設に均一
な水分含有量の麦が搬
入され、乾燥調整費の
低減。

②共同作業により、作業
の効率化が図られ、労
働時間が短縮。

○小麦について
粗収益：85,821円/10a
（北海道平均の16%増）
所得：35,428円/10a
（北海道平均の50%増）

乾燥調製施設の
運営を核とした地域
全体の作付管理、
集荷体制整備を行
うための地域的な
まとまりが必要。

No 地域 経営概要
コスト縮減に向けた
主な取組

成果 ポイント

1

３－６ 畑作_その他優良事例

2

北海道

個人

経営面積（42ha）
小麦（14ha）
てん菜（14ha）
馬鈴薯（13ha）
その他（1ha）

①小麦の共同収穫に
よる作業の効率化。

②規模拡大と機械の
共同利用により、機械
の稼働効率向上。

①家族労働時間の短縮
（7.7hr/10a）。

②規模拡大と機械の共
同利用により、機械の稼
働効率向上。

３-６ 畑作（その他優良事例）



３－７ 畑作_今後導入が期待される技術・取組

概 要

北海道畑輪作では、農業従事者が減少傾向であり、将来的に一戸当たりの経営面積を拡大する
必要がある。現行の輪作体系では、作物間の作業競合により作付面積を拡大することが非常に困難
な状況となっている。特に、4月のてん菜の植付け準備・定植作業とその他の作物の播種作業の競
合及び9月のばれいしょの収穫作業と秋播き小麦の播種作業の競合を解消することが重要であり、
適正な輪作体系を維持しながら経営規模の拡大を可能とする技術開発が重要な課題となっている。
4月の作業競合については、てん菜を移植栽培から直播栽培にすることにより、てん菜への4月の

投下労働時間を29.4時間/haから11.3時間/haに減少させることができる。しかしながら、前述のとお
り、直播栽培は移植栽培に比べて霜害・風害を受けやすいことから普及が進まない状況にあり、直
播栽培の普及に向けて、初期生育の安定化を図るための技術開発が行われている。
9月の作業競合では、ヨーロッパで行われているばれいしょの機械化体系（ソイルコンディショニン

グ栽培技術）を基本とする日本型ソイルコンディショニング栽培技術を確立（日本の風土に合った、
輸入機より安価な農業機械の開発）し、収穫作業の省力化を図る技術開発が行われている。

＜今後導入が期待できる技術＞

栽培技術

ＩＴ技術

●多畦収穫機（てん菜）●日本型ソイルコンディショニング栽培技術（ばれいしょ）
○ソイルコンディショナー
（ベットフォーマ＋セパレータ）

●直播栽培安定化技術（てん菜）
○2種交互播種技術
○病害虫防除効果を併せ持つコーティング種子
○被覆作物栽培技術

●人工衛星画像を活用した収穫管理システム
の多品種対応（麦）

○ 北海道畑輪作における作物間の作業競合が規模拡大の制約要因
・ ばれいしょの収穫作業と秋播き小麦の播種作業の競合
・ てん菜、ばれいしょ、春播き小麦及び大豆における播種（移植）作業の競合
・ 大豆とてん菜の収穫作業の競合

（課 題）

機 械

北海道生産技術体系（第３版）における４作物（ばれいしょ、てん菜、小麦、大豆）の労働時間の状況

0

1

2

3

4

5

6

7

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

大豆

秋まき小麦

春まき小麦

てん菜

生食・加工用ばれいしょ

（時間）

３-７ 畑作（今後導入が期待される技術・取組）
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試験研究機関などで研究・実用化が進められており、今後が期待される技術・取組を紹介します。



先進的な生産システムの例

３－７ 畑作_今後導入が期待される技術・取組

北海道大規模畑輪作（４作物）に対応した栽培技術体系の開発事例

てん菜多畦収穫機

ばれいしょソイルコンディショニング②
（国産セパレータによる石等の除去及び砕土）

ばれいしょソイルコンディショニング①
（ベットフォーマによる土寄作業）

春播き小麦の根雪前播種技術（初冬播き）

ソイルコンディショニング栽培技術を導入するに当たっての課題は、
外国製輸入機を使用するため、特に最近ではユーロ高の煽りを受け、
割高となっていることから、低価格の国産機の開発が急がれる。ソイ
ルコンディショニング栽培技術の中核となるセパレータにおいては、機
能的に輸入機と同等で低価格に抑えられた国産機の開発が終了した。
（Ｈ２０年度より販売予定）

国産セパレータ

小 麦

秋
播
き

初
冬
播
き

１月
～
３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

大

豆

て

ん

さ

い

ば

れ

い

し

ょ

栽培技術

てん菜直播栽培

ばれいしょ
ソイルコンディショニング栽培

小麦人工衛星画像を活用した
多品種対応収穫管理システム

てん菜多畦収穫機

春播き小麦の根雪前播種

：播種

：収穫
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３－７ 畑作_今後導入が期待される技術・取組

今後導入が期待できる技術

○低コスト日本型ソイルコンディショナー

ベットフォーマによる土寄作業とセパレータによる砕土、石・土塊等分離作業の２工程を行っ
ているが、春作業をさらに効率化させるために、土寄と砕土、石・土塊等分離作業を同時に行
える低コスト日本型ソイルコンディショナーを研究開発中。

従来技術

新技術

労働時間 0.7ｈ／ ｈａ 労働時間
2.6ｈ／ ｈａ

＋

労働時間 2.6ｈ／ ｈａ

（導入効果（想定））

・ ２工程から１工程になること
により労働時間の縮減。
・ 低コストで日本の土壌に
合ったソイルコンディシナー
が開発。
・ 既存のトラクターで牽引可
能。

○ てん菜直播栽培安定化技術

てん菜栽培において、直播を導入すれば労働投入時間を１ｈａ当たり74.9時間（67％）削減で
き、移植機、育苗施設、育苗資材等に要するコストも不要となるが、初期生育が不安定で、収量
は移植栽培と比べ約15％減となると言われている。こうした欠点を克服するため、以下のような
直播栽培を安定化するための技術が研究されている。また、狭畦栽培にすることにより糖量で
数％の増収が見込まれる。さらに、土壌条件によっては、耕起・整地を省略する不耕起栽培によ
り燃料消費量を30％以上削減することが可能であり、これらの技術を一体化して、不耕起狭畦
直播技術を確立することにより収量を確保しつつ、さらなる低コスト化を図る。

○ 想定される効果
・直播による労働時間削減
・直播による移植用機械・施設・育苗資材費の削減
・狭畦栽培による収量の確保
・不耕起による燃料消費量削減

○ 二種交互播種技術

直播栽培における霜害等を回避するため、出芽期がずれるように、異なるコーティング処理
を施した二つの種子を交互に一定間隔に播種する。これにより、霜害等がなければ先に出芽
した苗が生育（後で出芽した苗は淘汰される）し、霜害等があれば後に出芽した苗が生育する。

○ 病害虫防除効果を併せ持つコーティング種子
各種殺菌剤・殺虫剤添加による病害虫防除効果を併せ持つコーティング種子により、初期

段階での病虫害を防ぎ、直播栽培の安定性を強化する。

○ 被覆作物栽培技術
直播栽培における風害を回避するため、てん菜播種前に麦類を散播することにより、先に

出芽した麦類が障害物となり、てん菜出芽期の風害が軽減される。その後、風害の危険性が
小さくなった頃、除草剤により麦類を枯死させる。

土寄作業：０．７hr/ha 砕土・分離作業：２．６hr/ha

同時作業：２．６hr/ha
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